
－ 33 －

本稿は 1980 年から 2000 年までの鳥取県の 39 市町村を対象に、老年人口割合増加と市町村格

差の発生について要因分析を行い、その過程について考察を行った。高齢化の指標である老年人口割合は

その性質から、老年人口だけでなく総人口の変動の影響をうける。近年の鳥取県の人口増加率はマイナス

に転じていることから老年人口割合の増加がさらに加速している。本分析の結果、20 年間に市町村間の老

年人口割合の増加および格差の主要因が明らかになった。ひとつは、近年の老年人口に参入する人口比が

高いことが増加の主要因であるといえるが、市町村間の格差は人口増加率が影響を及ぼしていた。さらに、

鳥取県は人口流出県であるが、老年人口に関しては流入傾向が見られ、老年人口の還流現象が老年人口の

増加に影響を与えていることも明らかになった。

鳥取県、老年人口割合、要因分析、人口減少

Abstract ： This paper attempted to analyze factors about rise in an aging population ratio of 39 municipalities of

Tottori Prefecture from 1980 to 2000 and considered the process of its rise and the widening gap between

municipalities. An aging population ratio is used as an index of aging. This index is influenced of changes of both an

aging population and overall population. Since the population growth rate of Tottori Prefecture in recent years has

turned into minus, it is expected that the rising up the index accelerates further.

This analysis showed that the index and the speed of its rise between municipalities differed. Moreover, although the

principal factor of the rise was the increase of aging population, the widening gap between municipalities has resulted

by different population growth rates. Finally, in-flows of aging population observed at many municipalities increased

aging population ratio.
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図 2-2 特定府県の老年人口割合増加の推移（1920-2000）
出所：図 2-1 と同じ。

図 2-1 特定府県の老年人口割合の推移（1920-2000）
出所：国立社会保障・人口問題研究所（2003）

『人口統計資料集 2003 年版』
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図 2-3 3 県の粗出生率と粗死亡率の推移（1900-2000）
出所：秋田県健康対策課（近刊）『秋田県衛生統計年鑑 平成

14 年度』、鳥取県企画部統計課（2002）『鳥取県統計
年鑑 平成 12 年』、島根県企画部統計課（2003）『平成
13 年島根県統計書』
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図 2-5 市町村別老年人口割合 2000 年
出所：図 2-4 と同じ。

図 2-4 市町村別老年人口割合 1980 年
出所：（財）統計情報研究開発センター

『社会・人口統計体系市区町村基
礎データ（1980-2000）』より筆者
作成。

図 2-6 市町村別老年人口割合の増加（1980-2000 年）
出所：図 2-4 と同じ。
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表 3-1 老年人口割合増加の要因分析に使用する変数
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図 3-2 鳥取県の年齢別死亡確率（女）1980-95 年
出所：図 3-1 と同じ。

図 3-1 鳥取県の年齢別死亡確率（男）1980-95 年
出所：（財）統計情報研究開発センター『社会・人口統計体

系都道府県基礎データ（1975-2000）』より筆者作成。

表 3-2 実績死亡率と推計死亡率の比較 （％）
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表 3-3 実績出生率と期末年 0-4 歳人口比を利用した出生率の比較 （％）

図 3-3 鳥取県の年別女子年齢別出生率
出所：図 3-1 と同じ。
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表 4-1 高齢化進度に関する分類
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図 4-3 C 類の人口構成　（％）
出所：表 3-2 と同じ。

図 4-2 B 類の人口構成　（％）
出所：表 3-2 と同じ。

図 4-1 A 類の人口構成　（％）
出所：表 3-2 と同じ。
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図 4-4 平均 60 歳以上死亡率と平均 60-64 歳人口割合
出所：表 3-2 と同じ。

図 4-6 20-34 歳女子人口割合と出生率
出所：表 3-2 と同じ。

図 4-5 平均出生率と平均死亡率
出所：表 3-2 と同じ。
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図 4-7 老年人口割合に対する自然増加のインパクト
出所：表 3-2 と同じ。
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図 4-8 老年人口割合に対する社会増加のインパクト
出所：表 3-2 と同じ。
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図 4-9 4 町村の要因別老年人口割合増加（1980-85）
出所：表 3-2 と同じ。

出所：表 3-2 と同じ。

表 4-2 期間別、老年人口増加割合と要因平均値
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図 1-7 4 町村の要因別老年人口割合増加（1985-90）
出所：表 3-2 と同じ。

図 1-8 4 町村の要因別老年人口割合増加（1990-95）
出所：表 3-2 と同じ。

図 1-9 4 町村の要因別老年人口割合増加（1995-00）
出所：表 3-2 と同じ。
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持ち、1960 年代の老年人口割合の増加はマイナスであり、
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江市の 18.2 ％、最高割合は羽須美村の 46.2 ％である。
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19）分析に使用した変数の値は（財）統計情報研究開発セン

ターの『社会・人口統計体系都道府県基礎データ
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これらのデータは総務省統計局、各省庁および都道府県
が公表している統計資料を収録しており、人口・世帯，
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異なるので注意が必要である。国勢調査は 10 月１日の
人口であるので、厳密には各年の中央人口ではない。ま
た人口動態統計は 1 月から 12 月の暦年を採用されてい
るため、死亡に関するデータを使用する場合は前後３ヵ
年の平均死亡数を利用することで、その誤差と一時的な
変動をできるだけ除去している。（2）生命表の作成には
以下の文献で詳しく解説されている。山口喜一ほか編著

（1995）『生命表研究』古今書院、濱英彦ほか編著（1997）
『地域人口分析の基礎』古今書院、山口喜一編著（1990）
『人口推計入門』古今書院。

22）移動数の統計は、『住民基本台帳移動報告』がある。し
かし純移動率は人口方程式を用い、人口増加率と自然増
加率との差として得ることが一般的である。このときの
純移動率は統計的誤差を含んでいる。さらに鳥取県の生
残率を使用しているために、各市町村間の誤差を含み、
出生率は各期間の平均値、死亡率は期首年に依存するこ
とによる誤差も含まれる。

23）合計出生率は 15 歳から 49 歳までの母親の年齢別出生
率の合計から算出される。年齢別出生率は母親の年齢別
の出生数に対する年齢別女子人口の割合である。多くの
出生が有配偶女子によって起るため、出生率の低下は結
婚の遅れによる未婚率の上昇の影響を受ける。

24）高齢化を示す定義や指標は多様であり、統一されていな
いのが現状である。国連では、高齢人口比率(65 歳以上
人口比率)によって、７％～ 14 ％を高齢化社会、14 ％
～ 20 ％を高齢社会、20 ％以上を超高齢社会としている。
しかし、岡崎（1980）は老年人口割合の水準だけでなく、
増加スピードに注目し、増加している段階は高齢化社会、
割合が高水準に達し、維持し続けている状態の社会を高
齢社会と位置づけている。「高齢化社会の人口論的考察」

『人口問題研究』、人口問題研究所, 156 号, 1980, pp.1-14。
25）類型別総人口および年齢別人口は各類型に属する市町村

の年齢別人口の合計から作成した。
26）大江八郎他（1997）、「わが国における近年の人口移動の

実態－「第 4 回人口移動調査（1996 年実施）」の結果か
ら－」『人口問題研究』国立社会保障・人口問題研究所、
第 53 巻第 3 号、pp1-30。内野澄子（1987）「高齢人口移
動の新動向」『 人口問題研究 』国立社会保障・人口問題
研究所、第 184 号 pp.19-38。
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出所：表 3-2 と同じ。
出所：表 3-2 と同じ。
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出所：表 3-2 と同じ。 出所：表 3-2 と同じ。
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出所：表 3-2 と同じ。


